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脱炭素経営に関する国内外の動向
• 世界的に脱炭素の機運が高まる中、日本においても2050年カーボンニュートラルが宣言され、

脱炭素に向けた取り組みが後押しされている。
• パリ協定の目標達成のためには企業のCSRとしての排出削減のみならず、環境と成長の好循

環の実現を目指し、企業の排出削減行動（脱炭素経営）を推進することが必要。
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TCFDにおけるシナリオ分析の位置付け
• 気候変動対応は、「企業価値」「事業売上」「資金調達」の面でも気候変動課題がリスク・機会

となりうることから、全社として取り組む必要性が高まっている。
• TCFDは、気候関連のリスク・機会の情報開示を求めており、TCFD提言の戦略項目では、気

候変動に関する具体的なシナリオ分析を用いた情報開示を推奨している。
気候関連の情報開示及び金融機関の対応を検討するため設立されたタスクフォース
主要国の中央銀行、金融監督当局、財務省等の代表からなる金融安定理事会(FSB)の下に設置
TCFD提言にて、企業の気候関連情報の開示の枠組みを提示

要求項目 ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

項目の詳細
気候関連のリスク及び機会に
係る組織のガバナンスを開示す
る

気候関連のリスク及び機会が組
織のビジネス・戦略・財務計画へ
の実際の及び潜在的な影響を、
重要な場合は開示する

気候関連のリスクについて組織
がどのように選別・管理・評価し
ているかについて開示する

気候関連のリスク及び機会を評
価・管理する際に使用する指標
と目標を、重要な場合は開示す
る

推奨される
開示内容

a)気候関連のリスク及び機会に
ついての取締役会による監視
体制の説明をする

a)組織が選別した、短期・中期・
長期の気候変動のリスク及び機
会を説明する

a)組織が気候関連のリスクを選
別・評価するプロセスを説明する

a)組織が、自らの戦略とリスク管
理プロセスに即し、気候関連の
リスク及び機会を評価する際に
用いる指標を開示する

b)気候関連のリスク及び機会を
評価・管理する上での経営者
の役割を説明する

b)気候関連のリスク及び機会が
組織のビジネス・戦略・財務計
画に及ぼす影響を説明する

b)組織が気候関連のリスクを管
理するプロセスを説明する

b)Scope1,Scope2及び該当
するScope3のGHGについて開
示する

c)2℃以下シナリオを含む様々な
気候関連シナリオに基づく検討を
踏まえ、組織の戦略のレジリエン
スについて説明する

c)組織が気候関連リスクを識
別・評価・管理するプロセスが組
織の総合的リスク管理において
どのように統合されるかについて
説明する

c)組織が気候関連リスク及び機
会を管理するために用いる目標、
及び目標に対する実績について
説明する

TCFDが提言する気候変動に関する具体的なシナリオ分析を用いた情報開示を推奨
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シナリオ分析の意義

• シナリオ分析とは、長期的で不確実性の高い課題に対して複数のシナリオを適用し分析するこ
とで、将来の曖昧さ・不確実性を排除した戦略立案メソッド。

• 気候関連リスクと機会に関するシナリオ分析の実施により、将来の不確実性に対応した戦略
立案と内外対話が可能。

「実現重視の直線的取り組み」
「多様な選択肢による複線シナリオ」

（＝シナリオ分析）

相応の蓋然性をもって予見可能な未来の場合・・・ 不確実であり、それゆえ可能性もある未来の場合・・・

• 将来の変化に経営戦略が即応できない
• 将来の見立てについての水掛け論が続く
• 事業のレジリエンスを疑われる

• 将来の変化に柔軟に対応する経営が可能
• 将来について、主観を排除した議論ができる
• 事業のレジリエンスを主張できる

ターゲット

ビジョン

中期経営計画（３～５年） 随時
臨機応変な軌道修正
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TCFDを活用した経営戦略立案のススメ
• 環境省は、脱炭素経営の推進に向けた支援事業を実施。投資家と企業のコミュニケーション促進の観点から

特に企業のニーズの高い、シナリオ分析の実施を2018年度から支援。
• 2020年度も継続して支援し、2020年度のシナリオ分析の実践事例を踏まえ、2021年３月、実践ガイド

「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ver3.0」を発表。

②18社の異なるシナリオ分析事例を掲載
(2019年度・ 2020年度)

①シナリオ分析の実践のポイントを整理

※2018年度の支援企業6社の事例は、「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ver2.0」参照
https://www.env.go.jp/poli

cy/tcfd.html
※「TCFD 経営戦略立案のススメ」

で検索

支援事例を実践ガイドver3.0で紹介

2018年支援（6社）

伊藤忠商事
商船三井
住友林業

東急不動産ホールディングス
日本航空

三菱自動車工業

2019年上期支援（6社）

鹿島建設
カルビー

日本政策投資銀行
富士フイルムホールディングス

古河電気工業
明治ホールディングス

2019年下期支援（6社）

カゴメ
京セラ

セブン＆アイ・ホールディングス
千代田化工建設

ライオン
LIXILグループ

2020年支援（6社）

アスクル
オリックス・アセットマネジメント

九州旅客鉄道
信越化学工業
三井金属鉱業
安川電機
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シナリオ分析のゴールである”気候変動課題の対応”と”企業価値の向上”の同時実現へ
シナリオ分析の実施のみならず、成果の開示と、経営層との対話という「サイクル」を継続的に実施する
ことが重要
「サイクル」を繰り返し、経営戦略に織り込み、機会を獲得する具体的なアクションへ

「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ver3.0」のポイント①

“実践ポイント”と“セクター別実践事例”により、シナリオ分析の課題に応える

シナリオ分析の実践で企業が困る点は大きく5点
① シナリオ分析は大まかに理解したものの、具体的な自社での実施プロセスがわからない
② 企業や商材ごとに、シナリオ分析実施可能なプロセスや巻き込む部署等が異なり、シナリオ分析の実
施のレベル感は画一的に決められない

③ シナリオ分析実施意義と結果を、社内の経営陣に理解してもらうには、労力が必要である
④ シナリオ分析に活用可能な外部データが不足している
⑤ シナリオ分析を高度化する方向性がわからない

本実践ガイドで解決
①②：本実践ガイドの「実践のポイント」「セクター別 実践事例」の内容を理解する
③：本実践ガイドの「TCFD提言の意義・シナリオ分析の位置づけ」から、経営層にTCFDおよびシナリオ
分析の意義を理解してもらう
③：その上で、わかる範囲でのパラメータからシナリオ分析を実施。経営陣とその結果をもって対話をスタート
する
④：本実践ガイドの「Appendix」から、活用可能な外部データ、パラメータを参照する
⑤：本実践ガイドの「実践のポイント」にて、高度化の方向性（例：2年目以降）も理解・実践
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「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ ver3.0」のポイント②
昨年度のガイドver2.0から、実務面向上の改訂ポイントは大きく3点。世相を反映し、シナリオ分析
に初めて取り組む企業、継続的に取り組む企業の両者に実用的な内容に改訂

# ver3.0の特徴 詳細説明

1 実務担当者から経営層向け説明ま
で活用可能

•文章形式の手引書を追加し、実務担当者向けにわかりやすさを訴求
•より世相を反映、かつ、シナリオ分析実践の意義を強調するため、1.5℃シナ
リオやCOVID-19等、世の中の最新の脱炭素の潮流を盛り込み、シナリオの
パラメータをアップデート

•各国政府・機関投資家等の最新動向、脱炭素の潮流について説明を追加
することで、気候変動対応の重要性を訴求。経営層向け説明資料として活
用可能

2 シナリオ分析の範囲を拡大し、開示を
追加

•2020年度は開示支援も実施。支援企業6社の事例も掲載
•実践ポイントにて開示に関するSTEP6を追加。組織戦略のレジリエンスを
示している開示事例も追加（例：シナリオの世界観を図示し、自社の技術
がシナリオに適合していることを表現）

•2050年を見据えたトランジションも意識するよう説明追加

3
シナリオ分析の手順に、段階（質）
を追加
（継続的なシナリオ分析実施に言
及）

•シナリオ分析に取り組む企業が徐々に増加する中で、継続的なシナリオ分析
（シナリオ分析2周目）について言及し、開示や投資家とのエンゲージメン
トを見据えて記載（例：投資家との対話を踏まえた分析やエビデンスの充実
化）
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シナリオ分析の手順

TCFD提言ではシナリオ分析の手順として6ステップを提示
ガイドでは、STEP2からSTEP6を主に解説
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シナリオ分析 実践のポイント

ガイドでは、シナリオ分析の手順と、企業の取り組み状況を踏まえたレベル感を記載。
実践ポイントを意識しながら、脱炭素経営の高度化に向けて段階的な取り組みが可能。

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：シナリオ分析を始めるにあたって

シナリオ分析を始めるにあたり、経営陣にTCFD提言の意義を理解してもらうことが重要。
また、分析実施体制の構築、分析対象・時間軸の設定が必要。

経営層に気候変動を
どのようにインプット

していくか

ポイント

各事業部はどのよう
に巻き込むか

ポイント

分析時間軸の設定

将来の「何年」を見据えた

シナリオ分析を実施する
かを選択する

準備④

経営陣の理解の獲得

経営陣にTCFD提言の
意義を理解してもらう
（TCFD提言を認識してい
る、実施を指示する）

準備①

分析実施体制の構築

シナリオ分析実施の
体制を構築する

準備②

分析対象の設定

シナリオ分析の
対象範囲を設定する

準備③

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：STEP2 リスク重要度の評価

リスク項目の列挙、起こりうる事業インパクトの定性化、リスク重要度の評価を実施。

リスク項目の列挙

対象となる事業に関する
リスク・機会項目を列挙する

第一段階

事業インパクトの定性化

列挙されたリスク・機会項目につ
いて、起こりうる事業インパクトを

定性的に表現していく

第二段階

リスク重要度の決定

リスクが起こった場合の事業イン
パクトの大きさを軸に、
リスク重要度を決定する

第三段階

リスク重要度評価はどの程度の粒度でおこなうか
ポイント

リスク・機会項目 事業インパクト
評価

大分類 小分類 指標 考察（例）：リスク 考察（例）：機会

移行
リスク

炭素価格 収益
炭素価格が導入されることで化石燃料の需要が減少
（≒石油プラント需要の減少）すると予想されるため、
PLに中規模な影響を及ぼす

炭素税市場の発展により、水素・CCU・バイオベースの化学産業、
分散化ユーティリティなど低炭素エネルギー市場で新たな機会
が生まれる可能性がある

大

各国の炭素排出目標
／政策（補助金含む）

収益 規制強化により、化石燃料由来のプラント発注に影響
が出て、PLに影響を及ぼす

政策的支援が進むことでグリーンエネルギーや水素等の市場が
拡大すると予想され、プラント・エネルギー輸送などの需要が高
まりビジネス機会が生まれる

エネルギーミックスの

変化
収益 化石燃料由来の発電割合が変更され、プラント発注に

影響が出るため、PLに大規模な影響を及ぼす

LNG・天然ガスなどの石炭代替によりプラント製造の需要が高ま
る可能性があり、リスクと同時に機会ともなりうる

グリーンエネルギー等の需要の増加により、新たなビジネス機会
が生まれる

エネルギー需要推移 収益

ガソリン需要が減少し、石油精製プラントの発注が減
少することで、PLに大規模な影響を及ぼす
プラント規模の小型化、顧客と地域の多様化によって
ビジネスチャンスの減少が発生

LNG・天然ガスなどを低炭素燃料として推進することで、新規市
場（北米・アジアでは輸出入量が増加）でのビジネス機会が生ま
れる
水素・CCU・バイオベースの化学産業、分散化ユーティリティ な
ど低炭素エネルギー市場で新たな機会が生まれる可能性がある

低炭素技術の普及 収益
電気自動車の普及が起こり、ガソリンなどの需要が減
少し、石油プラント受注量に影響することで、PLに影響
を及ぼす

LNG・天然ガスなどを低炭素燃料として推進することで、新規市
場（北米・アジアでは輸出入量が増加）でのビジネス機会が生ま
れる
水素・CCU・バイオベースの化学産業、分散化ユーティリティ な
ど低炭素エネルギー市場で新たな機会が生まれる可能性がある

次世代技術の進展
収益
支出

脱炭素素材（バイオプラ等）の普及により、石油製品の
市場規模が減少、石油精製プラントの発注に大規模な
影響を及ぼす

水素・CCU・バイオベースの化学産業、分散化ユーティリティ な
ど低炭素エネルギー市場で新たな機会が生まれる可能性がある

その他

顧客の評判変化、投資
家の評判変化、平均気
温の上昇、海面上昇、
異常気象の激甚化

収益
支出

石油やLNG（の一部）についてダイベストメントが加速
し、プラント発注が減少・中止。また、プロジェクトの延
期・キャンセルが発生しPLに影響を及ぼす
異常気象による工期遅延が発生し、建設時のコスト増
加によってPLに影響を及ぼす …等

再生可能エネルギー等の低炭素社会実現に向けたプロジェクト
受注により、投資家の評価が向上する
自然災害に対して強靭なプラントへの需要増加が予想 …等

小～
中

リスク・機会項目 事業インパクト
評価

大分類 小分類 指標 考察（例）：リスク 考察（例）：機会

移行
リスク

炭素価格 収益
炭素価格が導入されることで化石燃料の需要が減少
（≒石油プラント需要の減少）すると予想されるため、
PLに中規模な影響を及ぼす

炭素税市場の発展により、水素・CCU・バイオベースの化学産業、
分散化ユーティリティなど低炭素エネルギー市場で新たな機会
が生まれる可能性がある

大

各国の炭素排出目標
／政策（補助金含む）

収益 規制強化により、化石燃料由来のプラント発注に影響
が出て、PLに影響を及ぼす

政策的支援が進むことでグリーンエネルギーや水素等の市場が
拡大すると予想され、プラント・エネルギー輸送などの需要が高
まりビジネス機会が生まれる

エネルギーミックスの

変化
収益 化石燃料由来の発電割合が変更され、プラント発注に

影響が出るため、PLに大規模な影響を及ぼす

LNG・天然ガスなどの石炭代替によりプラント製造の需要が高ま
る可能性があり、リスクと同時に機会ともなりうる

グリーンエネルギー等の需要の増加により、新たなビジネス機会
が生まれる

エネルギー需要推移 収益

ガソリン需要が減少し、石油精製プラントの発注が減
少することで、PLに大規模な影響を及ぼす
プラント規模の小型化、顧客と地域の多様化によって
ビジネスチャンスの減少が発生

LNG・天然ガスなどを低炭素燃料として推進することで、新規市
場（北米・アジアでは輸出入量が増加）でのビジネス機会が生ま
れる
水素・CCU・バイオベースの化学産業、分散化ユーティリティ な
ど低炭素エネルギー市場で新たな機会が生まれる可能性がある

低炭素技術の普及 収益
電気自動車の普及が起こり、ガソリンなどの需要が減
少し、石油プラント受注量に影響することで、PLに影響
を及ぼす

LNG・天然ガスなどを低炭素燃料として推進することで、新規市
場（北米・アジアでは輸出入量が増加）でのビジネス機会が生ま
れる
水素・CCU・バイオベースの化学産業、分散化ユーティリティ な
ど低炭素エネルギー市場で新たな機会が生まれる可能性がある

次世代技術の進展
収益
支出

脱炭素素材（バイオプラ等）の普及により、石油製品の
市場規模が減少、石油精製プラントの発注に大規模な
影響を及ぼす

水素・CCU・バイオベースの化学産業、分散化ユーティリティ な
ど低炭素エネルギー市場で新たな機会が生まれる可能性がある

その他

顧客の評判変化、投資
家の評判変化、平均気
温の上昇、海面上昇、
異常気象の激甚化

収益
支出

石油やLNG（の一部）についてダイベストメントが加速
し、プラント発注が減少・中止。また、プロジェクトの延
期・キャンセルが発生しPLに影響を及ぼす
異常気象による工期遅延が発生し、建設時のコスト増
加によってPLに影響を及ぼす …等

再生可能エネルギー等の低炭素社会実現に向けたプロジェクト
受注により、投資家の評価が向上する
自然災害に対して強靭なプラントへの需要増加が予想 …等

小～
中

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：STEP3 シナリオ群の定義

シナリオの選択、パラメータ（変数）に関する将来情報の入手、世界観の整理を実施。

シナリオの選択

2℃未満シナリオを含む、
複数の温度帯のシナリオを

選択していく

第一段階

関連パラメータの将来情報
の入手

リスク・機会項目に関するパラ
メータの客観的な将来情報を
入手し、自社に対する影響を

より具体化する

第二段階

ステークホルダーを意識した
世界観の整理

（必要であれば）将来情報を元に、
将来のステークホルダーの行動
など自社を取り巻く世界観を鮮
明化し、社外の視点も取り入れ
社内で合意形成を図る

第三段階

関連部署と世界観を
どうすり合わせるか

ポイント

どのようなシナリオを選ぶか

ポイント

1.5℃シナリオは
どのようなシナリオか①②

ポイント

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：STEP3 1.5℃シナリオとはどのようなシナリオか①

• パリ協定では、世界全体の平均気温の上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に
抑える努力を追求するとされている。

• 2018年10月に気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、1.5℃の地球温暖化による影響と、そこに至る
温室効果ガスの排出経路についての特別報告書を作成。

2℃と1.5℃の影響の違い（例） 1.5℃に至る温室効果ガスの排出経路

P1：エネルギー需要の低下。CCS活用無し
P2：持続性に幅広く焦点

P3：道半ばのシナリオ（成行）
P4：CCS活用想定

• P1からP4の4つの代表的な排出経路の例を記載

1.5℃上昇の場合 2℃上昇の場合
2100年までの
海面上昇 26~77cm上昇 30~93cm上昇

生物種の減少
昆虫：6%減少
植物：8%減少
脊椎動物：4%
減少

昆虫の18%減少
植物の16%減少
脊椎動物の8%減
少

夏期の北極海
の海氷が

消失する頻度
100年に一度 10年に一度

漁獲高の
減少割合 150万トン 300万トン

サンゴの影響 約70%~90%死
滅 ほぼ全滅

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：STEP3 1.5℃シナリオとはどのようなシナリオか②

1.5℃シナリオに関して、一部パラメータ情報が公開されている。1.5℃シナリオと2℃シナリオ
の違いについては、炭素税や一次エネルギー需要変化量のようなパラメータ情報が取得可能。

パラメータ（例） 1.5℃シナリオ、2℃シナリオの比較が可能なパラメータ情報

炭素税
（2030年/2050年）

一次エネルギー
需要の変化量
（2019年～2030年）

1.5℃未満シナリオでは
• 2030年 135 USD/tCO2～
• 2050年 245 USD/tCO2～
2℃以上シナリオでは
• 2030年 15 USD/tCO2～
• 2050年 45 USD/tCO2～
の炭素価格が予想される

1.5℃シナリオでは、2019年と比較し
• 再生可能エネルギー・原子力が
約2,200Mtoe増加

• 化石燃料（石炭/石油/ガス）・バイオマス
が約4,700Mtoe減少

2℃シナリオでは、2019年と比較し
• 再生可能エネルギー・原子力が
約1,700Mtoe増加

• 化石燃料（石炭/石油/ガス）・バイオマス
が約2,700Mtoe減少

すると予想される

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：STEP4 事業インパクト評価

P/LやB/Sへのインパクトの整理、試算、成行の財務項目とのギャップの把握を実施。

リスク・機会が影響を及ぼす
財務項目を把握

気候変動がもたらす事業インパ
クトが自社のP/LやB/Sのうち、
どの財務項目に影響を及ぼすか

を整理する

第一段階

算定式の検討と
財務的影響の試算

試算可能なリスクに関して算定
式を検討し、内部情報を踏まえ
て財務的影響を試算する

第二段階

成行の財務項目との
ギャップを把握

試算結果を元に、将来の事業展
望にどの程度のインパクトを
もたらすかを把握する

第三段階

定量的に試算できないものは
どのように取り扱うか

ポイント

どのような内部データが
試算に使用可能か

ポイント

【ステップ4：事業インパクト評価】
各キードライビングフォースによる損益計算書（P/L）への影響を検討

4

売上

費用

純利益

炭素税
セメント・鉄等
からの排出量

物理的リスク

気象パターン
変化

気温上昇

激甚災害

需要変化

投資抑制

電力ミックス変化
・化石燃料
・再エネ
・原子力

政府ZEB目標

防災・減災・
国土強靭化

炭素
価格

【ステップ4：事業インパクト評価】
各キードライビングフォースによる損益計算書（P/L）への影響を検討

4

売上

費用

純利益

炭素税
セメント・鉄等
からの排出量

物理的リスク

気象パターン
変化

気温上昇

激甚災害

需要変化

投資抑制

電力ミックス変化
・化石燃料
・再エネ
・原子力

政府ZEB目標

防災・減災・
国土強靭化

炭素
価格

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：STEP5 対応策の定義

自社の対応状況の把握、対応策の検討、具体的アクション・社内体制の構築を実施。

自社のリスク・機会に関する
対応状況の把握

事業インパクトの大きいリスク・機
会について、自社の対応状況を把
握。必要であれば競合他社の

対応状況も確認

シナリオ分析結果を経営に
どのように活かしていくか

リスク対応・機会獲得のため
の今後の対応策の検討

事業インパクトの大きい
リスク・機会について、
対応策を具体化

シナリオ分析後の社内体制
はどのようなものがあるか

社内体制の構築と具体的アクショ
ン、シナリオ分析の進め方の検討

対応策を推進するために必要とな
る社内体制を構築し、関連部署と
ともに具体的アクションに着手。
またシナリオ分析の今後の進め

方を検討

どのようなステップで今後
進めればよいのか

ポイント ポイント ポイント

第一段階 第二段階 第三段階

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：STEP6 文書化と情報開示

TCFD提言開示項目の中のシナリオ分析の位置づけ、各ステップの検討結果を記載。
適切な開示から企業価値向上につなげる。

TCFD提言開示項目と
シナリオ分析の関係性を記載

TCFD提言の開示項目（全11項目）
の中のシナリオ分析の位置づけを

記載。
対照表等を活用し、全体像を示す

各ステップの検討結果を記載

各ステップにおける
シナリオ分析の検討結果を記載

“何を”“どこまで”開示をおこなうか

ポイント

第一段階 第二段階

※TCFDガイダンス2.0も参照することが有用

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：STEP6 文書化と情報開示

第一段階として、TCFD提言の開示項目（全11項目）の中のシナリオ分析の位置づけを
記載。対照表等を活用し、全体像を示すことが可能。

TCFD提言推奨開示項目 開示箇所

ガバナンス：気候関連のリスク及び機会に係る組織のガバナンスを開示する

a)気候関連のリスク及び機会についての取締役会による監視体制の説明をする p.XX-XX

b)気候関連のリスク及び機会を評価・管理する上での経営者の役割を説明する p.XX-XX

戦略：気候関連のリスク及び機会がもたらす組織のビジネス・戦略・財務計画への実際の及び潜在的な影響を、重要な場合は開示する

a)組織が選別した、短期・中期・長期の気候変動のリスク及び機会を説明する p.XX-XX

b)気候関連のリスク及び機会が組織のビジネス・戦略・財務計画に及ぼす影響を説明する p.XX-XX

c)2℃以下シナリオを含む様々な気候関連シナリオに基づく検討を踏まえ、組織の戦略のレジリエンスについて説明する p.XX-XX

リスク管理：気候関連のリスクについて組織がどのように選別・管理・評価しているかについて開示する

a)組織が気候関連のリスクを選別・評価するプロセスを説明する p.XX-XX

b)組織が気候関連のリスクを管理するプロセスを説明する p.XX-XX

c)組織が気候関連リスクを識別・評価・管理するプロセスが組織の総合的リスク管理においてどのように統合されるかに
ついて説明する

p.XX-XX

指標と目標：気候関連のリスク及び機会を評価・管理する際に使用する指標と目標を、重要な場合は開示する

a)組織が、自らの戦略とリスク管理プロセスに即し、気候関連のリスク及び機会を評価する際に用いる指標を開示する p.XX-XX

b)Scope1,Scope2及び該当するScope3のGHGについて開示する p.XX-XX

c)組織が気候関連リスク及び機会を管理するために用いる目標、及び目標に対する実績について説明する p.XX-XX

TCFD提言開示項目の中の位置づけを示すことで、TCFD開示の全体像を示すことが可能
出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：STEP6 文書化と情報開示

第二段階として、開示に際しては、気候変動に関するガバナンスと、シナリオ分析の結果「どう
いったことが分かり、会社としてどう対応していくか」を記載することが重要。
投資家・有識者へのヒアリング結果

以下を開示することで、気候変動に関する組織戦略のレジリエンスの説明がより分かりやすくなる

気候変動に関するガバナンスの構築状況

各シナリオ分析の根拠となる、使用データに関する情報

自社の2050年の脱炭素を見据えた適切なトランジション（移行）について
シナリオ分析から抽出されたリスク・機会に対する現状・今後の取り組み

シナリオ分析の結果を踏まえた、気候変動に関する価値創造のストーリー

今後のシナリオ分析の進め方・ゴール感

。

開示そのものが評価されるわけではなく、リスク・機会の整理結果や、シナリオ分析結果を踏まえた経
営戦略への影響を示すことが重要

最優先は企業価値の向上であり、その中で気候変動が重要な場合開示が必要。そのため、気候変動が企業にとっ
てマテリアルでない場合、詳しく分析する必要はない

開示そのものが評価されるわけではなく、定性的な現状の取り組みや、今後の取り組みについて伝わることが重要
である。対話をおこなう前提で、シナリオ分析について分かりやすく記載し、議論のきっかけになる開示が望ましい

シナリオ分析の開示内容について、投資家はシナリオ分析の結果経営戦略にどのような影響があるのかを知りたい。
シナリオ分析を目的化する企業が出てくるのではないかと懸念している

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」
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実践のポイント：STEP6 文書化と情報開示

組織戦略のレジリエンスの示し方の事例も掲載。積水化学工業は、シナリオの世界観を示
した上で、シナリオにおいて自社の技術がシナリオに適合している旨を記載。

出所：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver3.0～」

自社の技術を生かしビジネスを拡大する機会がある旨を記載し、組織戦略のレジリエンスを表現
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シナリオ分析の実施後、どのように進めればよいのか

気候変動と経営との統合・企業価値向上がゴール。シナリオ分析を契機に、
開示・体制の再構築（経営戦略との統合）のサイクルを継続的に実施していく。

（開示することで）
マルチステークホルダー
との対話・企業価値向上

（シナリオ分析することで）
気候変動の

経営戦略との統合

フィードバックを踏まえ、
経営層が自分事に考え
体制を再構築する

開示しその反応を
経営層が受け止める

3

4

できるところから
開示する

2

始めるにあたって
の実施体制

経営層の理解

開示

企業経営

企業価値向上へ

まずはシナリオ分析
をやってみる

1 シナリオ
分析

サイクルとして
実施していく

5

シナリオ
分析


